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緑化施設面積の計算方法について 

 

●緑化施設区分（区分により計算方法が異なります。） 

Ⅰ 樹木 

 Ⅱ 芝、その他の地被植物 

 Ⅲ 花壇、その他これに類するもの 

 Ⅳ 水流、池、その他これらに類するもの 

Ⅴ 壁面緑化 

 Ⅵ 園路、土留、その他の施設（上記の緑化施設に附属して設けられるもの） 

 

●計算方法 

Ⅰ 樹木（計算方法が３パターンあります。） 

Ⅰ－① 「実際の樹冠」の水平投影面積 

Ⅰ－② 樹高に応じた「みなし樹冠」の水平投影面積 

樹 高 みなし樹冠の水平投影面積 

４．０ｍ以上 １３．８５㎡ 

２．５ｍ以上４．０ｍ未満 ８．０４㎡ 

１．０ｍ以上２．５ｍ未満 ３．８０㎡ 

１．０ｍ未満 Ⅰ－①又はⅠ－③の方法で計算 

 

Ⅰ－③ 一定の条件を満たす「植栽基盤」の水平投影面積 

   ・植栽基盤：草花やその他これに類する植物が育成するための土壌、あるいはその

他の資材で表面が被われている部分 

 ・下表の条件式を満たした場合に、左辺の「Ａ３」（植栽基盤の水平投影面積）を緑

化施設面積に算入することができます。 

・右辺の「１８Ｔ１＋１０Ｔ２＋４Ｔ３＋Ｔ４」の値は緑化施設面積ではありません。 

【条件式】Ａ３≦１８Ｔ１＋１０Ｔ２＋４Ｔ３＋Ｔ４ 

Ａ３ 植栽基盤の水平投影面積（緑化施設面積に算入する値） 

Ｔ１ 樹高４．０ｍ以上の樹木の本数 

Ｔ２ 樹高２．５ｍ以上４．０ｍ未満の樹木の本数 

Ｔ３ 樹高１．０ｍ以上２．５ｍ未満の樹木の本数 

Ｔ４ 樹高１．０ｍ未満の樹木の本数 

      

Ⅱ 芝、その他の地被植物 

芝、その他の地被植物で被われている部分の水平投影面積 
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Ⅲ 花壇、その他これに類するもの 

草花やその他これに類する植物が育成するための土壌、あるいはその他の資材で表面

が被われている部分の水平投影面積 

 

Ⅳ 水流、池、その他これらに類するもの 

・水平投影面積 

・但し、樹木や植栽と一体となって自然的環境を形成しているものに限る。 

 

Ⅴ 壁面緑化 

Ⅴ－① 直立した壁面 

「直立した壁面の水平投影延長（ｍ）」×１．０ｍ 

Ⅴ－② 傾斜した壁面 

水平投影面積 

 

Ⅵ 園路、土留、その他の施設（上記の緑化施設に附属して設けられるもの） 

・水平投影面積 

・上限は、緑化施設面積を合計した面積の４分の１ 

 

※樹高や樹冠については、すべて植栽時点のものとなります。 

※樹冠が重なる部分は、重複して計上できません。 
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●緑化施設区分について（都市緑地法運用指針より） 

○樹木 

地上部の一部が木質化している植物 

 

○芝、その他の地被植物 

  地表を低く被う植物であり、芝、ササ類、クローバーなどの草本やコケなど 

 

○花壇、その他これに類するもの 

  草花を植えるために、土を盛り上げたり仕切りを設けたりしたものであり、年間を

通じて、適宜植え替えなどを行うことにより、相当の期間（おおむね６ヶ月以上）植

物が植栽された状態にあることが必要である。なお、野菜等の有用植物を植栽したも

の（いわゆる菜園等）については、これらの有用植物を収穫することを主たる目的と

して設置されるものを除き、都市環境の改善や都市住民のアメニティの向上等に資す

ると認められるものであれば、これにあたるものとして整理することが可能である。 

 

○水流、池、その他これらに類するもの 

    護岸や底面・水面に石・土などの自然素材や植物が用いられているなど、自然空間

の中にある沼や池、川などに類する自然的環境の創出や、動植物の生息・生育空間と

しての機能が期待できるもの。都市的な修景のための浅く直線的なものや水泳プール

のような人工的な流れ・水面はこれに含まれない。 

 

○園路、土留、その他の施設（上記の緑化施設に附属して設けられるもの） 

    園路、土留、樹木や植栽等と一体となった小規模な広場、緑化施設と一体となった

散水用配管、排水溝、ベンチ等が含まれる。なお、これらは、人工物であって、厳密

な意味での樹木や植栽等にあたるものではないことから、附属する緑化施設の面積の

合計の４分の１を超えない部分に限るものと規定されている。 
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6. 緑化施設の面積の算出方法 

6.1算出上の留意点

　敷地の緑化率算定の基礎となる緑化施設の面積算出上の留意点は、以下の通りです。

①緑化施設に応じた面積計算

　緑化施設区分に応じたそれぞれの面積計算方法に従って計算します。それらの面積の合計が、そ

の敷地の緑化率算定の基礎となる面積です。 （都市緑地法施行規則 9条）

 

②緑化施設区分

　緑化施設区分は、以下の通りです。 （都市緑地法施行規則 9条、同法運用指針 7（3））

・樹木
・シバ、その他の地被植物
・花壇、その他これに類するもの
・壁面緑化
・水流、池、　その他これらに類するもの
・上記区分に附属して設けられる園路、土留、その他の施設

③各緑化施設区分の面積計算方法

　各緑化施設区分の面積計算方法については、次項「6.2 各緑化施設区分の面積計算方法」を参照し

て下さい。

④既存緑化施設を含む

　新たに整備するものばかりでなく、敷地で保全される既存の緑化施設の面積も計算の対象とする

ことができます。 （都市緑地法 34 条 2 項、同法運用指針 7（3））

 

⑤工場立地法の義務づけ緑地面積を含む

　緑化地域制度の場合は、工場立地法により最低限整備することが義務づけられている緑地の面積

（通常は敷地の 20％）を含むことができます。  （都市緑地法運用指針 7（5）①イ）

⑥緑化施設整備計画認定制度における面積計算と異なる

　緑化地域制度における緑化施設の面積計算方法は、緑化施設整備計画認定制度における緑化面積

計算方法とは異なる点がありますので、十分に注意して下さい。 

 6.2各緑化施設区分の面積計算方法

　緑化施設区分ごとの面積計算方法は、以下の通りです。 （都市緑地法施行規則 9条）

 1）樹木
　樹木については、次に示す 3通りの算出方法のうち、いずれかの方法にしたがって算出します。もっ

とも計算しやすい方法を選択してかまいません。

①樹冠の水平投影面積の合計                      
②樹高に応じた「みなし樹冠」の水平投影面積の合計                      
③一定の条件を満たす植栽基盤の水平投影面積の合計                      

●緑化施設の面積は、どのように計算するのですか④適用除外となる建築物への許可条件付加

　都市緑地法第 35 条第 1項から第 3項に基づく市町村長の許可により緑化率規制の適用除外となる

建築物については、同条第４項の規定により、それぞれの建築物およびその敷地の状況を勘案し、可

能な範囲でその一部について緑化を行うべきことを、市町村長が許可の条件として付することが望ま

しいとされています。 （都市緑地法運用指針 7（5）①ウ）

3）その他の緑化率規制の適用除外
①工事に着手されていた建築物

　市町村が緑化地域に関する都市計画を決定した旨の告示を行った時点において、その地域内で既に

工事に着手されていた建築物の新築または増築は、緑化率規制の適用から除外されます。
（都市緑地法 35 条 1 項）

　告示の時点で建築の計画中であった建築物や、建築主事または指定確認検査機関による建築基準法

第 6条または第 6条の 2の確認済証の交付は受けていたが実際に着工していなかった建築物の新築ま

たは増築は含みません。 （都市緑地法運用指針 7（5）②ア）

   ②建築基準法上建ぺい率制限等の適用が除外されている建築物

　建ぺい率制限等により生ずる空地の範囲内において緑化を義務づけるという緑化率規制の趣旨に基

づき、そもそも建築基準法上建ぺい率制限等の適用が除外されている建築物は、緑化率規制の適用か

ら除外されます。

　建ぺい率制限等の適用が除外されているのは、建築基準法第3条第 1項各号に掲げる建築物、建築基

準法第85条第 1項または第2項に規定する応急仮設建築物等法第42条各号に規定する建築物です。
（都市緑地法運用指針 7（5）②イ）

１

緑化施設の面積の算出方法について

都市緑地法に基づく制度の手引き（国土交通省）より
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例1）

例2）

例3）

【③計算例】

満たすべき植栽密度

A≦ 18T1 ＋ 10T2 ＋４T3 ＋ T4 に対し

左辺：A＝ 100

右辺：18 × T1 ＋４×T3

　　　　＝ 18 × 4 ＋ 4 × 10 ＝ 112 

すなわち、左辺＜右辺となって上記の数式を満た

します。

植栽基盤面積100㎡を緑化施設の面積とすることができます。

満たすべき植栽密度

A≦ 18T1 ＋ 10T2 ＋４T3 ＋ T4 に対し

左辺：A＝ 100

右辺：10 × T2 ＋ 4 × T3 ＋ T4 

　　　　＝ 10 × 7 ＋ 4 × 5 ＋ 10 ＝ 100

すなわち、左辺＝右辺となって上記の数式を満た

します。

植栽基盤面積100㎡を緑化施設の面積とすることができます。

満たすべき植栽密度

A≦ 18T1 ＋ 10T2 ＋４T3 ＋ T4 に対し

左辺：A＝ 100

右辺：4× T3 ＝ 80

すなわち、左辺＞右辺となって上記の数式を満たし

ません。

植栽基盤面積 100㎡をそのまま緑化施設の面積とす

ることができません。

この場合は、以下のいずれかの方法で、算出して

ください。 

・上記の数式が満たされる植栽基盤範囲のみを計算する。

・上記の数式が満たされるように樹木の本数や樹高

を増加させる。

・前述の①と②の方法のどちらかで算出する。

①樹冠の水平投影面積の合計

　樹木ごとの樹冠の水平投影面積を合

計したもの。

　ただし、樹冠が重なる場合は、重複

して計上することはできません。

　なお、樹冠投影面積は、緑化施設整

備計画の場合と異なり、樹木の成長時

を計画・予定した面積ではなく、植栽

時の実際の水平投影面積とします。

②樹高に応じた「みなし樹冠」の水平投

影面積の合計

　樹木は、樹高に応じて、右表に示す

半径の円形の樹冠を持つものとみなし

ます。この「みなし樹冠」を水平投影

した面積の合計を樹木の緑化施設の面

積とします。 

　ただし、「みなし樹冠」が重なる場

合は、重複して計上することはできま

せん。

③一定の条件を満たす植栽基盤の水平

　投影面積の合計                          

　右記に示す密度以上で植栽されてお

り、かつ、その部分の形状やその他の

条件に応じて適切な配置で植栽されて

いる場合は、樹木が生育するための植

栽基盤（土壌その他の資材）の水平投

影面積を、緑化施設の面積とすること

ができます。

   

 

 植栽時の樹高 みなし樹冠の半径

 1m以上 2.5m未満 1.1m

 2.5m以上 4m未満 1.6m

 4m以上 2.1m

注：この算出方法は、樹木の樹高が１m以上のものに
限ります。

【満たすべき植栽密度】

A≦ 18T1＋ 10T2＋ 4T3＋ T4

A：当該部分の水平投影面積（m2）

T1：高さ 4m以上の樹木の本数

T2：高さ 2.5m以上 4m未満の樹木の本数

T3：高さ 1m以上 2.5m未満の樹木の本数

T4：高さ 1m未満の樹木の本数

　　（樹木の高さは植栽時のものとする）

樹高2m（計10本）

樹高4m（計 4本）

緑化施設の面積
（100ｍ2）

2m

4m 4m

4m
4m

2m

2m
2m

2m
2m

2m

2m

2m

2m

樹高3m（計 7本）

樹高1.5m（計 5本）樹高 0.9m
（計10本） 3m

3m

3m

3m
3m

3m

3m

0.9m 0.9m 0.9m 0.9m

0.9m

0.9m
0.9m0.9m

0.9m0.9m

1.5m

1.5m

1.5m 1.5m

1.5m

2m 2m 2m 2m 2m
2m
2m 2m 2m 2m2m 2m

2m
2m 2m 2m 2m

2m 2m
2m

樹高2m（計20本）

植裁基盤面積は、
緑化施設の面積に
ならない。

植裁基盤

（100ｍ2）

植裁基盤

（100ｍ2）

植裁基盤

（100ｍ2）

例1）

例2）

例3）

樹木

植裁時の樹冠

緑化施設の面積

緑化施設の面積

一定条件以上の密度の植裁

植裁基盤

緑化施設の面積
（100ｍ2）

２ ３
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池

緑化施設の面積

土留め

園路

緑化施設の面積

6.3植栽以外の緑化施設の面積計算方法

1）水流、池、その他これらに類するもの

　水流、池、その他これらに類するも

ので、樹木や植栽等と一体となって自

然的環境を形成しているものについて

は、その水平投影面積を緑化施設の面

積とします。

　ただし、他の施設の水平投影面積と

重複して計上することはできません。

2）緑化施設として設けられる園路、土留その他の施設　

　その施設の水平投影面積を緑化施設

の面積とします。ただし、「樹木」、「芝、

その他の地被植物」、「花壇、その他こ

れに類するもの」、「水流、池、その他

これらに類するもの」を合計した面積

の４分の 1を超えない範囲とします。

　ただし、他の施設の水平投影面積と

重複して計上することはできません。

2）シバ、その他の地被植物
　シバやその他の地被植物の緑化施設

の面積は、これらで表面が被われてい

る部分の水平投影面積とします。 

　ただし、他の施設の水平投影面積と

重複して計上することはできません。

　なお、緑化施設整備計画の場合と異

なり、植物の成長時を計画・予定した

面積ではなく、実際の面積とします。

3）花壇、その他これに類するもの
　緑化施設の面積は、草花やその他こ

れに類する植物が生育するための土壌、

あるいはその他の資材で表面が被われ

ている部分の水平投影面積とします。

　ただし、他の緑化施設の水平投影面積

と重複して計上することはできません。

4）壁面緑化について
　壁面緑化については、「緑化施設が

整備された外壁直立部分の水平投影の

長さの合計（m）」× 1.0m を、緑化施

設の面積とします。

　ただし、同一壁面の複数箇所を緑化

した場合などで、水平投影をした場合

に重なる部分については、重複して計

算できません。    

　傾斜した壁面の緑化については、 水

平投影面積とします。

垂直壁面の場合

傾斜壁面の場合
傾斜壁面の緑化

水平投影

緑化施設の面積＝水平投影面積

緑化施設の面積

草花など

延長A

延長B
緑化施設の面積＝（A＋B）×1.0m

緑化施設の面積

地被植物

（現況で、実際に被覆する面積です。）

４ ５
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●緑化施設の管理について、市町村はどのように対応しますか

●税制面の優遇措置はありますか

7. 事業者側の利点について
【税制面の特例措置】
　緑化施設について、緑化施設整備計画認定制度を活用した場合は、固定資産税の特例措置を受ける

ことが可能となります。（「緑化施設整備計画認定制度」については、第Ⅰ章を参照して下さい。）

8. 緑化施設の管理に関する条例について

8.1 趣旨
  

　緑化施設は、それが適切な状態に保たれて、積極的に利用されたり、地域の環境向上に役立ったり

するなど、設置された効果が十分に発揮できるようでなければなりません。そのため、市町村は条例

を定めて、その緑化施設の管理方法の基準を定めることができます。 （都市緑地法 44 条）

8.2 条例に定める事項

1） 基本的な考え方
　条例に定める事項としては、緑化施設の効果を十分に発揮するために必要な事項や、安全管理等の

観点から配慮が必要な事項を、管理方法の基準として定めることが望まれています。

2） 管理基準の例
　管理基準として条例に定める事項の例を、都市緑地法運用指針より、下記に示します。

（都市緑地法運用指針 7（6）②）

①設置後も緑化施設が維持されることを確保する観点から
・緑化施設は、枯損状態で長期間放置してはならない。

②緑化施設および周辺の安全を確保する観点から 
・緑化施設の設置にあたっては、土壌の飛散や樹木の風倒、枯枝の落下等の防止に、十分配慮しな
ければならない。
・緑化施設の構造や建築物等の耐荷重構造に十分に配慮し、植物の生育を管理しなければならない。           
                                                　

③地域環境保全の観点から
・施肥や農薬の使用にあたっては、関係法令を遵守するとともに、排水の水質確保に配慮しなけれ
ばならない。
・灌水にあたっては、雨水や空調の冷却水、中水の活用等により、水資源の有効利用に努めなけれ
ばならない。
・地域の生態系に重大な影響を与えるおそれのある植物等をやむをえず用いる場合には、種子の飛
散防止等の生態系への影響を防止するために、必要な措置を講じなければならない。          

④地域独自の目的や視点を踏まえ、より高い緑化の効果を挙げる観点から
・街路沿いの敷地については、適切な整枝剪定を行うなど、緑陰のある快適な歩行者空間の形成に
努めなければならない。
・生物の生息生育空間の確保等を図るため、樹木の剪定や下草刈り、施肥、農薬の使用等に関して、
野生生物に対する配慮を講じなければならない。
・敷地内に既存の良好な樹林地等がある場合には、適切な下草刈りや剪定を行うことにより、良好
な状態の維持に努めなければならない。
・地域のアメニティ向上等に資するため、一定の条件に該当する緑化施設は、原則として住民に公
開するよう努めなければならない。

 （都市緑地法運用指針より） 

3）緑化施設の組み合わせ　面積計算例　
　面積計算例として、複数の緑化施設が組み合

わされた場合を示します。

①外周植栽地

（6.2  1）③）より、

右辺A＝植栽基盤面積 600m2

左辺＝ 18T1 ＋ 10T2 ＋ 4T3 ＋ T4

　　＝ 18 × 15 ＋ 10 × 20 ＋ 4 × 25 ＋ 50

　　＝ 620

左辺＜右辺であるから、

植栽基盤面積 600m2 →緑化施設面積 600m2

②芝生広場

（6.2  2）より、

芝生面積 250m2 →緑化施設面積 250m2

③舗装広場内樹木

（6.2  1）②）より、

樹冠面積→ 1.6 × 1.6 × 3.14 ≒ 8m2

本数 5本→ 8× 5＝ 40m2

　→緑化施設面積 40m2

④花壇

（6.2  3））より、

2.5 × 4 ＝ 10m2 →緑化施設面積 10m2

⑤附属する園路等の参入可能な面積

②芝生広場

⑥園路・ベンチ等③舗装広場内樹木④花壇

⑥舗装広場

①外周植栽地

敷地全体 縦 30m　横 40m（1,200m2）

外周植栽地 不定形（750m2）

 植栽範囲 H＝ 4m　15本

 （600m2　CAD計測） H＝ 3m　20本

  H ＝ 1.5m　25本

  H ＝ 0.5m　50本

 園路、ベンチ、土留等（計150m2）

芝生広場 シバ植栽、不定形（250m2　CAD計測）

舗装広場 縦 12.5m　横 16m（200m2)

 樹木植栽 H＝ 3m　5本

 花壇 縦 2.5m　横 4m（10m2)

 修景水盤

①～④の合計＝ 600 ＋ 250 ＋ 40 ＋ 10 ＝ 900m2

園路等の面積は、900m2 の 1/4 まで緑化施設面積とすることができる。

900 × 1/4 ＝ 225m2

⑥園路、舗装広場等

園路・ベンチ等→ 150m2

舗装広場→（12.5 × 16）－（40 ＋ 10）＝ 150m2

合計→ 150 ＋ 150 ＝ 300m2

300m2 のうち、225m2 まで緑化施設面積に算入可能。

⑦合計緑化施設面積

900 ＋ 225 ＝ 1,125m2

６


